
令和８年度脱炭素製品等の需要創出に向けたモデル実証事業
申請書様式

令和８年 　月 　日

（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名）　

令和８年度脱炭素製品等の需要創出に向けたモデル実証事業
申請書

※赤字斜フォントについては、記載要領となりますので、提出に当たっては、削除の上、提出ください。

１．申請法人の概要
（コンソーシアムでの応募の場合は代表となる法人を記載）
	法人番号
	

	ふりがな
	

	法人名
（正式名称）
	

	ふりがな
	
	役職名

	代表者名
	
	

	本社所在地
	住所　〒

	連絡先
（窓口担当者）
	氏名

	TEL

	FAX


	
	所属・役職

	メールアドレス


	設立年月日
	　西暦　　　　年　　　月

	従業員数
	人
	（令和８年４月１日現在）

	資本金
	円
	（令和８年４月１日現在）

	直近３期間の財務データ
	
	　　年　月期
	　　年　月期
	　　年　月期

	
	売上高
	
千円
	
千円
	
千円

	
	税引き後
利益
	
千円
	
千円
	
千円

	
	純資産
	
千円
	
千円
	
千円

	直近３年間の納税
	税の滞納が　□ない　□ある（具体的に：　　　　　　）

	法人の主な活動、関連業務の実績
	




２．申請事業の概要
	申請事業名
	・事業名を記載してください。

	実証の対象製品等
	・実証の対象とする製品・サービスと、その脱炭素価値（従来品との差分など）の概要を記載してください。

	検証仮説
	・検証仮説（設定した訴求方法により、どのような行動変容が起きるか）の概要を記載してください。

	実証内容
	・訴求方法をはじめとした実証の構成について概要を記載してください。

	実証結果の検証
	・因果関係を証明するための検証方法、主要なKPIの概要を記載してください。

	波及性・継続性
	・実証の成果の他企業・他地域・他業種への横展開の可能性について記載してください。
・実証終了後の採択団体における脱炭素製品等の需要創出に向けた取組の概要を記載してください。

	実施体制の概要
	・コンソーシアムでの応募の場合においては、コンソーシアム内の企業・団体の役割分担について概要を記載してください。単独企業での応募の場合は記載不要です。

	申請金額（税込で記載）
	円





３．申請事業の詳細
	①実証事業の設計（Ａ４判５枚以内）


	・実証事業が脱炭素製品等の需要創出にどのように貢献するかを記載してください。
・実証の対象とする製品・サービスと、その脱炭素価値（従来品との差分など）について記載してください。当該製品等について、一般消費者の選択行動の変化が観測しやすいものである理由や、グリーンウォッシュなどの誤解を招く懸念がないよう、脱炭素価値をどのように算定・評価しているかについても記載してください。
・実証事業について、実証の対象とする行動変容要因（認知・理解の促進、購買時の情報接点、インセンティブ）に関する課題設定や狙いを示すとともに、消費者の意思決定メカニズムの解明にどのように寄与すると考えられるかを記載してください。
・検証仮説（設定した訴求方法により、どのような行動変容が起きるか）及び実証の構成（訴求方法の具体的な内容、実施場所・チャネル、期間、対象サンプル数等）を詳細に記載してください。
・訴求方法に関して、脱炭素価値に関する表示やコミュニケーション（デザイン、情報量、比較情報等）の内容が、消費者にとって分かりやすく、行動変容につながる設計となっていることを記載してください。
・脱炭素価値に対する価格プレミアムの許容度を定量的に検証する設計が組み込まれている場合は、その具体的方法を記載してください。
・その他、公募要領を踏まえて補足すべき事項があれば記載してください。

	②実施体制・スケジュール等（Ａ４判３枚以内）


	・最終消費者に対する販売機能を持つ企業（小売等）の具体的な関与の方法（店舗等の実証フィールドの提供等）を含め、関係企業（メーカー、サービス事業者等）間の役割分担及び調整状況等を記載してください。
・実証事業に必要なデータを、個人情報や営業秘密に配慮しつつ、安全・確実かつ円滑に共有するための仕組み（契約、システム、運用ルール等）を記載してください。
・実証事業の計画・スケジュールについて、その具体性・実現可能性を把握できるよう、詳細工程を記載してください。
・実証事業の実施にあたり想定されるリスク（消費者反応の低迷、データ取得上の制約、関係者間の調整遅延等）と、その対応策を記載してください。


	③実証結果の検証（Ａ４判２枚以内）


	・対象とする行動変容要因の性質に合わせて、適切な評価指標（KPI）が設定されていることを記載してください。
・因果関係を客観的なデータ（POSデータ、アプリログ、アンケート結果等）を用いて検証・証明できる設計（比較群の設定等）となっていることを記載してください。


	④波及性・継続性（Ａ４判２枚以内）


	・実証事業で得られる検証結果や示唆が、特定の企業やブランドにとどまらず、他企業・他地域・他業種へ横展開できる波及性が見込める設計となっているかを記載してください。
・実証事業終了後も、脱炭素製品等の需要創出に向けて、採択団体が自律的かつ継続的に取組を実施できる計画（次年度以降の投資継続、社内における意思決定、販促活動の改善等）を記載してください。


	⑤その他（Ａ４判１枚以内）


	・ＧＸ率先実行宣言の対象となるＧＸ製品を用いて製造・提供された製品等を実証の対象としている場合、ＧＸ推進機構が運営する「ＧＸフューチャー・リーグ」の会員である又は2026年度中に「ＧＸフューチャー・リーグ」への入会に関する意向確認書を提出する予定の企業が含まれている場合にはその内容について記載してください。
・上記以外に、本実証事業の有効性、先進性又は実施上の留意点として補足すべき事項がある場合は記載してください。




４．事業実施に係る所要経費見込み（Ａ４判２枚以内）
費目ごとの内容について、公募要領を踏まえ、内訳や算出根拠を具体的に記載してください。
	費目
	金額
	内訳・算出根拠

	人件費

	
円
	△△実証要素：○○円/人日×□□人日
▲▲実証要素：●●円/人日×■■人日

	旅費

	
円
	

	諸謝金

	
円
	

	会議費
	
円
	

	備品費、借料及び損料
	
円
	

	賃金
	
円
	

	消耗品費

	
円
	

	通信運搬費
	
円
	

	印刷製本費

	
円
	

	雑役務費
	
円
	

	外注費（再委託費）
	
円
	

	共同実施費
	
円
	

	一般管理費
	
円
	

	①小計
	
円
	

	②消費税
（小計の10％）
	
円
	

	③申請金額合計
	
円
	


５．事業の実施体制（Ａ４判３枚以内）
・事業の実施体制図
	事業の実施体制図
	申請法人内部及び想定される委託先等の役割が分かるよう図示してください。コンソーシアムでの応募の場合は、コンソーシアム内の企業・団体の役割分担等についても記載してください。











・共同実施者（コンソーシアムでの応募の場合における代表となる法人以外の法人）
	法人名
	

	所在地
	

	従業員数
	人
	（令和８年４月１日現在）

	資本金
	円
	（令和８年４月１日現在）

	法人の主な活動、関連業務の実績
	

	実証事業における役割
	

	共同実施費
	円
	委託費の内、共同実施費


※共同実施者が複数いる場合は、表を追加してください。なお、実証要素の実施主体となる者については、原則として共同実施者としてください。

・共同実施者以外の委託先等の法人の概要（あれば記載）
	法人名
	所在地
	事業実施における具体的な役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※連携する法人の数に応じて追加・削除してください。

・本業務に従事する主たる担当者
	氏名
	

	所属・役職
	

	専門分野
	

	所有資格
	

	主な業務実績（本業務の類似業務に関するものに限る）

	業務名
	業務内容
	期間

	


	
	　年　　月～　　年　　月
　年　　月～　　年　　月
　年　　月～　　年　　月
　年　　月～　　年　　月


※主たる担当者が複数いる場合は、表を追加してください。その際は、複数名の責任・役割分担を事業の実施体制図に必ず明記してください。

・主たる担当者以外であって本業務に従事する者（申請法人用）
	申請法人の実施体制
	役職
	氏名
	本業務における役割
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